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はじめに

　働く人々の安全と健康の確保は、最も重要な国民的課題の一つであり、働くことで生命が脅かされたり、健康が損なわれたりすることは本来あってはならない。
　事業者は、労働者の安全と健康を確保する本来的な責務を有しており、この観点から、労働安全衛生関係法令に規定された最低基準としての労働災害防止措置を履行するだけではなく、自主的な安全衛生活動を積極的かつ体系的に展開することにより、職場内のリスクを確実に低減させるとともに、労働者の安全と健康を確保する必要がある。
　また、労働者も職場における安全と健康の確保を自らの問題として捉え、事業者の行う安全衛生活動に主体的に参画していくことが求められている。
　さらに、労働災害防止対策の実効を上げるためには、事業者、事業者団体、国等の関係者がそれぞれの役割分担の下に緊密な連携を図りながら、労働災害防止対策を総合的かつ計画的に実施する必要がある。
　このため、京都労働局では、平成20年度から24年度まで推進してきた「第11次労働災害防止対策推進計画（以下「第11次推進計画」という。）」の評価及び厚生労働省が策定した第12次労働災害防止計画（厚生労働省発基安第0225第1号平成25年2月25日）を踏まえ、今後の労働災害防止対策を推進するための「第12次労働災害防止対策推進計画（以下「本推進計画」という。）」をここに策定するものである。

１　本推進計画のねらい
（１） 計画が目指す社会

誰もが安心して健康に働くことができる社会を実現するためには、国や労働災害防止団体、事業者、労働者及び発注者など全ての関係者が、働くことで生命が脅かされたり、健康が損なわれたりするようなことは、本来あってはならないという意識を共有し、安全や健康のためにかける必要のあるコストについて正しく理解し、それぞれが責任のある行動を取るような社会にしていかなければならない。

（２） 計画の期間・目標

本推進計画の期間は平成25年度から平成29年度（5年間）とする。

「労働災害をゼロにすること」の実現に向け、以下の目標を計画期間内に達成することを目指す。

　　①　死亡災害の撲滅を目指して、第11次推進計画期間内の死亡者数と比較して、本推進計画期間内の死亡者数を15％以上減少させる。
　　②　平成24年と比較して、平成29年までに労働災害による休業4日以上の死傷者の数を15％以上減少させる。
　※計画の目標は、新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）において名目3％、実質2％を上回る成長を前提として2020年までに実現すべき成果目標の１つとして掲げている「労働災害発生件数を3割減」を踏まえたものである。

（３）計画の評価と見直し

本推進計画に基づく取組が着実に実施されるよう、実施状況の確認、評価を行い、必要に応じ計画の見直しを検討する。

計画の評価に当たっては、単に死傷者の数や目標に掲げた指標の増減のみで評価することなく、その背景や影響を及ぼしたと考えられる社会的指標、社会経済の変化も含めて分析を行う。

２　労働災害防止対策を推進する上での現状分析及び課題
（１）
労働災害の発生状況

　　ア　死亡災害

　第11次推進計画期間中の死亡災害の総件数は95人で、京都局において策定・推進してきた「第10次労働災害防止対策推進計画（以下「第10次推進計画」という。）」期間中の総件数に比較して21％の減少となり、大幅減少の目標は達成された。とりわけ、平成24年において、平成19年と比較して死亡者数を20％以上減少させるという第11次推進計画の目標は、54％減少（24人から11人に減少）となり、目標は達成された。平成24年の11人は過去最少数であり、前年の18人から大幅に減少した。

　業種別にみた計画期間中の死亡者数は、建設業においては36人から33人と8％の減少、製造業においては22人から19人と14％の減少、陸上貨物運送事業においては14人から7人と50％の減少となった。特に製造業においては、平成24年に死亡災害は発生していない。

　これは、死亡災害が多発している建設業、製造業、陸上貨物運送事業の災害防止に重点的に取り組んだ結果、特に、陸上貨物運送事業で大幅に死亡災害が減少し、全体目標の達成に寄与したと考えられる。
　なお、3業種の合計は59人、全業種の62％を占める。
　イ　死傷災害

第11次推進計画期間中の休業4日以上の死傷災害の総件数は12,233人となり、第10次推進計画期間中の総件数に比較して12％の減少に止まった。また、平成24年において、平成19年と比較して死傷者数を15％以上減少させるという第11次推進計画の目標は、9.9％の減少（2,740人から2,469人）に止まり、目標は達成されなかった。

業種別にみると、建設業においては2,502人から1,761人と30％の減少、製造業においては3,111人から2,548人と18％減少、陸上貨物運送業においては1,348人から1,135人と16％減少した。

しかしながら、第三次産業においては5,696人から5,712人と増加した。そのうち社会福祉施設においては657人から828人と26%の大幅な増加となっており、ビルメンテナンス業においては311人から366人と18％の増加、飲食店においては515人から558人と8％の増加となった。

また、小売業については1,367人から1,304人と5％減少したが、第三次産業に占める割合が大きく、平成21年からは増加傾向が続いている。

これは、製造業、建設業、陸上貨物運送事業の労働災害防止に重点的に取り組んだ結果、3業種で6,961人から5,444人、22%と大幅に減少したものの、第三次産業の死傷者数が増加したことで、全体の死傷者数の減少傾向が鈍化したものである。
また、林業については長期的には減少傾向が見られるものの、就業者が減少する中で、平成23年、24年と連続で増加しており、第11次推進計画期間中に3人の死亡災害が発生している。
以上のことから、死亡災害などの重篤な災害が多い建設業及び製造業、死傷災害が多発する陸上貨物運送事業、社会福祉施設、ビルメンテナンス業、飲食店、小売業及び林業などに対する労働災害防止対策を重点的に取り組む必要がある。
（２）
労働者の健康確保をめぐる状況

ア　過重労働による健康障害の発生状況

京都府内における平成23年の定期健康診断の有所見率は、51.01％となっており、平成19年の有所見率46.68％と比較して4.33％増加している。平成24年についても52％を超える見込みであり、有所見率の増加傾向に歯止めをかけ、減少に転させるという第11次推進計画の目標は、達成されなかった。
検査項目別では生活習慣病に関連する「血中脂質」、「血圧」、「肝機能」及び「血糖」の順に有所見率が高くなっている。

また、過重労働による脳・心臓疾患等の労災の請求件数及び認定件数は平成19年度は請求31件、認定15件であったが、平成23年度は請求32件、認定9件となった。脳・心臓疾患等の労災請求件数は、平成17年度から平成23年度まで、毎年30件を上回り高止まり傾向にある。

以上の状況から、労働者の健康確保対策、特に過重労働による健康障害防止対策により一層取り組む必要がある。
《脳・心臓疾患請求件数の推移》
	
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	請求件数
	31
	31
	32
	37
	32

	認定件数
	15
	6
	7
	13
	9


イ  精神障害の発生状況

平成23年度に厚生労働省が実施した「労働安全衛生特別調査」によると、メンタルヘルス対策に取組んでいる事業場は43.6％であり、平成19年に実施した労働者健康状況調査に比べ10ポイント増加している。

一方、同対策に取組んでいない理由(複数回答)では、「必要性を感じない」が48.4％と最も多い結果となっている。

なお、京都労働局における精神事案の労災請求は、平成22年度の46件から平成23年度は56件と大幅に増加し過去最多となっている。

以上の状況から、事業場におけるメンタルヘルス対策を強化する必要がある。
《精神障害請求件数の推移》
	
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	請求件数
	37
	39
	55
	42
	56

	認定件数
	12
	10
	12
	12
	14


ウ　職業性疾病の発生状況

平成23年の業務上疾病の発生状況は206件であり、「負傷に起因する疾病」が162件と最も多く、そのうちの135件、83％が腰痛である。その内訳は保健衛生業が39％を占めて最も多くなっている。そのため、腰痛予防対策については、保健衛生業とりわけ多発している社会福祉施設を重点的に取り組むことが必要である。
また、ここ数年、夏季に猛暑日が続いた関係で熱中症による労働災害も増加している。平成19年から平成23年の5年間における休業4日以上の熱中症は32件であり、そのうち建設業が41％を占めるなど、屋外作業について対策の推進が必要である。

化学物質による疾病については、発生件数としては少ないものの印刷業における胆管がんの集団発生を契機に、化学物質による中毒、職業がんの防止対策の強化が急務となっている。
その他、じん肺、振動障害等の職業性疾病発生予防についても長期的視点から対策を継続する必要がある。
《年別業務上疾病発生状況》
	
	19年
	20年
	21年
	22年
	23年

	負傷に起因する疾病
	166

(141)
	184

(142)
	142

(115)
	151

(129)
	162

(135)

	異常温度条件による疾病
	4
	5
	1
	19
	8

	負傷によらない業務上の腰痛
	23
	10
	13
	12
	3

	化学物質による疾病(がんを除く)
	2
	3
	5
	4
	6

	じん肺及びじん肺合併症
	3
	2
	2
	4
	2

	その他
	36
	26
	22
	18
	25

	合　　計
	234
	230
	185
	208
	206


　　※出典:労働者死傷病報告による。負傷に起因する疾病欄内(  )は腰痛の内数である。
　　「じん肺及びじん肺合併症」は、じん肺健康管理実施状況報告による。
さらに、過去の石綿の輸入量及び建材への使用状況等から、今後も建設業における解体・改修工事が増加することが考えられ、解体工事等を中心に長期的な石綿による健康障害予防対策も重要である。
《石綿による肺がん及び中皮腫の請求・認定状況 (労災法)》
	
	19年度
	20年度
	21年度
	22年度
	23年度

	請求件数
	18
	19
	14
	19
	19

	認定件数
	10
	15
	11
	7
	23


　　　　　※認定件数は前年度に受理した事案を含むため、請求件数を上回ることがある。
（３）安全衛生管理活動の状況
　ア　安全衛生管理体制の状況
安全衛生管理体制に係る各管理者の選任状況については、総括安全衛生管理者92.9％、安全管理者94.0％、衛生管理者89.2％、産業医90.5％（平成24年12月末）と平成14年12月末及び平成19年12月末と比較し、着実に選任率は向上している。
	
	総括
	安全
	衛生
	産業医

	平成14年(12月末)
	78.8％
	78.1％
	68.3％
	76.1％

	平成19年(12月末)
	86.0％
	89.2％
	80.6％
	85.8％

	平成24年(12月末)
	92.9％
	94.0％
	89.2％
	90.5％


　イ　リスクアセスメントの実施状況
危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）の普及促進については、「リスクアセスメント等普及促進計画」（平成21年度～24年度）に基づき、主に50人以上の製造業を重点に、建設業及び陸上貨物運送業を対象として計画的な普及、促進を図ってきたが、最も普及率の高い300人以上の製造業においても80.4％に止まっていることから、今後も継続的な取組により定着を図る必要がある。
また、化学物質の取扱に係るリスクアセスメントの取組は、対象が全業種に及ぶが全体として低調であることから、取組の強化が必要である。
　　ウ　「京都ゼロ災3か月運動」の実施状況
「京都ゼロ災3か月運動」については、事業場における労働災害防止の自主的な取組を促進するため、京都局が独自に取組んできた災害防止活動であり、平成18年度から事業場トップによる安全衛生に関する表明や健康確保を目標に追加するなど取組の強化を図っている。

このところ、参加事業場数は、2,600台で推移しており、その目標の達成率は概ね95％前後である。
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度

	参加事業場数
	達成事業場数
	参加事業場数
	達成事業場数
	参加事業場数
	達成事業場数
	参加事業場数
	達成事業場数
	参加事業場数
	達成事業場数

	2,540
	2,355
	2,415
	2,285
	2,630
	2,480
	2,633
	2,497
	2,637
	2,481

	（達成率）92.7%
	94.6%
	94.3%
	94.8%
	94.1%


平成24年度の参加事業場の内訳は、製造業が23.1％（達成率96.5％）、建設業が34.6％（同89.6％）、運輸業5.8％（93.0％）、商業9.5％（同97.4％）、その他27.1％（96.1％）であった。今後は死傷災害が増加傾向にある商業を含めた第三次産業の事業場に対して積極的に参加勧奨する必要がある。

この取組の結果、事業場における安全衛生水準は改善・向上してきたが、さらなる労働災害の減少を図るためには、全ての事業者が、労働者の安全や健康に配慮した職場環境や労働条件を実現させるため、安全衛生委員会等の活動を活性化させ、自主的な安全衛生活動の取組みを促進させ、全ての労働者が安全衛生対策に関する意識を高めることが重要である。

３　本推進計画の重点施策
　　先に述べた現状分析と課題を踏まえて、以下の３つを重点施策とする。

（１）事業場における安全衛生水準の一層の向上を図るための対策
（２）労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策の重点化

（３）行政、労働災害防止団体、業界団体等の連携による労働災害防止の取組

４　重点施策ごとの具体的取組
（１）事業場における安全衛生水準の一層の向上を図るための対策

　ア　安全衛生管理体制の強化
労働災害の一層の減少を図るためには、経営トップの強いリーダーシップが必要であることから、トップセミナーの開催などあらゆる機会を捉え、局署の幹部が経営トップに対して直接指導を行う。

また、事業場における自主的な安全衛生管理を促進するため、安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者等の能力向上教育の実施、職場巡視等の安全衛生活動の充実・徹底及び安全衛生委員会の活性化を図るよう指導を行う。併せて、安全管理者等の未選任事業場解消対策に引き続き取り組むとともに、安全管理者等の職務の遂行を徹底させるよう指導を強化する。
　イ　リスクアセスメント及びその結果に基づく措置の周知・徹底

(ｱ) 中小規模事業場へのリスクアセスメントと労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進
中小規模事業場に対してリスクアセスメントの導入を促進するとともに、その導入状況を踏まえて、リスクアセスメントへの取組が進んでいる中小規模事業場に対して、労働安全衛生マネジメントシステムの導入を促進する。
なお、中小規模事業場への労働安全衛生マネジメントシステムの導入促進に当たっては、労働災害防止団体や労働安全・衛生コンサルタント等を活用する。
 (ｲ) 建設業の元方事業者と関係請負人によるそれぞれの役割に応じたリスクアセスメントの実施促進
建設業では、関係請負人の段階では対応が困難な事項について元方事業者がリスクアセスメントを行うなど、元方事業者と関係請負人がそれぞれの役割に応じたリスクアセスメントを行い、その結果に基づいて適切な措置を講じるよう、建設業労働災害防止協会と連携して指導する。
(ｳ) 労働衛生分野のリスクアセスメントの促進
規制対象であるか否かにかかわらず、有害性の高い化学物質が適切な管理のもとで使用されることを確保するため、化学物質に関するリスクアセスメントを促進する。中小規模事業場に対しては、専門的知識がなくても化学物質のリスクアセスメントが可能となるツールとして開発された「コントロール・バンディング」を周知・普及する。
腰痛、熱中症等の労働衛生分野においてもマニュアル等の整備を進め、リスクアセスメントの実施を促進する。
　ウ　自主的な安全衛生活動の促進

「京都ゼロ災3か月運動」については、取組内容の充実を図る等により、事業場の安全衛生意識の高揚に向けて効果的に推進するとともに、参加団体等に対して積極的な支援を行う。とりわけ、労働災害が増加傾向にある社会福祉施設等の第三次産業に参加勧奨を行い、自主的な安全衛生活動を促す。

また、「京都安全衛生大会」、「京都府建設業労働災害防止大会」等の地域や関係団体における安全衛生大会、全国安全週間及び全国労働衛生週間における取組について、労働災害防止関係団体等との連携の下、積極的な展開を図る。

さらに、事業場のメンタルヘルス対策及び過重労働対策の推進において衛生管理者の活動がますます重要となっていることから、京都衛生管理者会が実施する衛生管理者能力向上教育等を積極的に支援する。
（２）労働災害、業務上疾病発生状況の変化に合わせた対策の重点化
　　ア　労働災害を減少させるための重点業種対策

　　（目標）
	平成24年と比較して、平成29年までに、重点業種ごとに以下の目標の達成を目指す。

○小売業

　労働災害による休業4日以上の死傷者の数を20％以上減少させる。

○社会福祉施設

　労働災害による休業4日以上の死傷者の数を10％以上減少させる。

○飲食店

　労働災害による休業4日以上の死傷者の数を20％以上減少させる。

○陸上貨物運送事業

　労働災害による休業4日以上の死傷者の数を10％以上減少させる。

○ビルメンテナンス業

　労働災害による休業4日以上の死傷者の数を減少させる。

○林業

　労働災害による休業4日以上の死傷者の数を減少させる。


　　（講ずべき対策）

　　 (ｱ) 第三次産業（特に小売業、社会福祉施設、飲食店）対策

小売業等の第三次産業については、就業者の増加とともに労働災害が増加傾向にあり、建設業や製造業に比べ、重篤度の低い転倒災害や腰痛が占める割合が高いという特徴が見られる。

そのため、労働災害減少を効果的に図るためには、労働者個人の行動に着目した手法が必要となっている。

 (ｱ)－1小売業

パートやアルバイトなどの非正規労働者の割合が高い傾向があることを踏まえ、正規・非正規の別を問わず充実した安全衛生活動が現場で取り組まれるよう指導する。指導に当たっては、大規模店舗・多店舗展開企業を重点として労働災害防止意識の浸透・向上を図る。

労働災害の多くが発生しているバックヤードでの作業に着目して、危険個所の見える化（危険マップによる危険個所の表示等）、リスクアセスメント、KY（危険予知）活動等による危険の低減を働きかける。

 (ｱ)－2社会福祉施設

介護労働者の腰痛や転倒災害が大幅に増加しており、今後、就業者の増加に伴うさらなる災害増加が懸念される。

そのため、関係業界団体と連携し、「職場における腰痛予防対策指針」等により、腰痛予防対策を指導するとともに、労働者に対する安全衛生教育の徹底、４S（整理・整頓・清掃・清潔）活動やKY活動による転倒災害防止を図る。

 (ｱ)－3飲食店

転倒災害と切れ・こすれ災害が多くを占めているため、関係業界団体と連携し、労働者に対する安全衛生教育の徹底、４S活動等を指導する。指導に当たっては、多店舗展開企業を重点として労働災害防止意識の浸透・向上を図る。
　　 (ｲ) 陸上貨物運送事業対策

陸上貨物運送事業労働災害防止協会京都府支部と連携し、荷役作業における安全ガイドラインの周知・普及を図るとともに、トラック運転者に対する安全衛生教育の中で荷役作業の墜落・転落災害防止対策の充実・強化を図る。

また、荷主等の事業場に対して、荷役ガイドラインに基づく対策の実施を要請する。
　　 (ｳ) ビルメンテナンス業対策

労働災害の増加傾向が続いており、その中でも中高年齢者の転倒災害が多くを占めている現状を踏まえ、関係業界団体と連携し、労働者に対する安全衛生教育の徹底、４S活動やKY活動による転倒災害防止を図る。
　　 (ｴ) 林業対策

従事労働者が減少している中で、労働災害は長期的には減少してきたが、近年増加傾向が見られるため、林業・木材製造業労働災害防止協会京都府支部と連携し、労働者に対する安全衛生教育の徹底を図るとともに、伐木作業現場等の指導を行う。
　　イ　重篤度の高い労働災害を減少させるための重点業種対策

　　（目標）

	第11次推進計画期間内の死亡者数と比較して、本推進計画期間内の死亡者数を重点業種ごとに以下の目標の達成を目指す。

○建設業

　労働災害による死亡者の数を20％以上減少させる。

○製造業

　労働災害による死亡者の数を5％以上減少させる。


　　（講ずべき対策）

　　　(ｱ) 建設業対策

①　墜落・転落災害防止対策の推進
建設業において最も災害発生が多い、墜落・転落災害防止を重点に、「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」に基づく対策に加え、作業性を考慮しつつ、一定条件下でハーネス型の安全帯の使用勧奨を図る。
②　人材不足等の状況を踏まえた対策
技術者、技能労働者が不足する中で建設需要が増加することにより、現場管理に支障を来すことが懸念されることから、官公庁発注の公共工事において施工時の安全衛生を確保するための必要な経費を積算するよう、広く要請する。特に、アスベストを含む建材の解体工事では、必要経費や工期の不足のためにアスベストのばく露や飛散の防止措置を講じることが困難になるような工事の発注が行われないよう、地方公共団体等とも連携して重点的に対応する。
新規に建設業に就労する者（新規参入者）等に対する安全衛生教育の確実な実施等、各建設現場の統括安全衛生管理の徹底を図る。

③　解体工事対策
アスベスト含有建材を利用した建築物の解体については、引き続きアスベストのばく露や飛散の防止を徹底するとともに、地方公共団体等と連携して、事前調査の実施と届出が適切になされるよう指導を行い、不適切な事案には厳正に対処する。また、「建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針」に基づき、建築物等の解体時等の事前調査の徹底、アスベスト除去工事を行う者等の能力向上、集じん・排気装置の整備に必要な情報の提供等を推進する。
　　(ｲ) 製造業対策

①　機械災害防止対策の推進
製造業において最も災害発生が多い、はさまれ・巻き込まれ災害の防止を重点に、機械設備の本質安全化を図る。とりわけ、食料品製造業については、労働安全衛生規則の改正により規制強化される食品加工用機械に関する災害防止対策の周知を図り、施行後はその対策の徹底を図る。

②　労働災害防止団体と連携した取組み
団塊の世代の引退や経営環境の悪化などにより、安全衛生活動に長い歴史と実績のある製造業でも安全衛生体制の維持・確保が課題となっており、特に体制の弱い小規模事業場における安全衛生活動の底上げを図るため、中央労働災害防止協会による指導・援助活動を支援する。
　　ウ　重点とする健康確保・職業性疾病対策

　　(ｱ) メンタルヘルス対策
　　(目標）

	平成29年までにメンタルヘルス対策に取り組んでいる労働者数50人以上の事業場の割合を80％以上とする。


 　　 (講ずべき対策)

    　　① メンタルヘルス不調予防のための職場改善の取組

メンタルヘルス不調の予防のためには、労働者自身によるセルフケアや、日常的に労働者と接する管理監督者や同僚等が適切に対応できることが重要であるため、管理監督者と労働者への教育研修・情報提供の推進を図る。

メンタルヘルス不調の予防的観点から、「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」を参考に、問題の現状や課題、取組例等について、厚生労働省のホームページ内のポータルサイト「あかるい職場応援団」等を通じて周知啓発を行い、パワーハラスメント対策の推進を図る。

　　　　② ストレスへの気づきと対応の促進

労働者のストレスチェック等の取組を推進するとともに、事業場内の相談体制を確立、整備を図る。また、相談体制の確立が困難と思われる小規模事業場に対しては、メンタルヘルス対策支援センターを積極的に活用するよう指導する。
　　　　③ メンタルヘルス対策の取組を行っていない事業場への指導

取組を行っていない事業場に対してはメンタルヘルス対策の必要性とともに、職場においてメンタルヘルス不調が発生した場合のリスク等について事例等を示しながら、その取組の必要性について指導する。

また、取組方策の分からない事業場に対しては、メンタルヘルス対策支援センターの積極的な活用を図る。

　　　　④ 職場復帰対策の促進

事業場がメンタルヘルスに問題を抱える労働者の職場復帰支援が容易に取組むことができるよう、厚生労働本省が作成する職場復帰支援の事例集等を活用する。

また、厚生労働省のホームページ内のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」等からの情報収集を図るよう指導する。
　  (ｲ) 過重労働による健康障害防止対策
    　　① 健康管理の徹底による労働者の健康障害リスクの低減

事業主による労働者に対する健康診断の確実な実施と労働時間の的確な把握･管理にも留意した事後措置等の健康管理を徹底する。また、恒常的な長時間労働を行わせない労務管理の推進による労働者の過労による健康障害のリスクを大幅に低減する。

特に産業医の選任を要しない小規模事業場については、京都府地域産業保健センターを活用し、医師からの意見聴取を行い、適切な事後措置を講じるように指導する。

　　　　② 働き方、休み方の見直しの推進

不規則勤務や深夜労働の多い業種、職種がある事業場を重点的に効果的な疲労回復につながる休日・休暇の付与、取得を促進する。

また、恒常的な長時間労働に従事する労働者が多い業種、職種の事業場を重点に、労使の取組を効果的に促すとともに、「労働基準法第36条第1項の協定で定める労働時間の延長の限度に関する基準」の遵守を図ること等により、時間外労働の削減を積極的に推進するよう指導する。
　  (ｳ) 化学物質による健康障害防止対策
    　　① 法令遵守の徹底及びがん指針による指導の促進

 有機溶剤中毒予防規則、特定化学物質障害予防規則等の関係法令の遵守及び労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める「化学物質による健康障害防止指針」(以下「がん指針」という。)に基づき、確実な健康障害防止対策の徹底を図る。

　　　　② リスクアセスメントの促進と安全データシート（SDS）の活用促進
「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」を活用した化学物質のリスクアセスメントを促進する。中小規模事業場に対しては、専門的知識がなくても化学物質のリスクアセスメントが可能となるツールである「コントロール・バンディング」の周知普及を図る。

また、自主的な化学物質管理に資するため、危険有害性の表示と安全データシートの交付の促進を図る。
　  (ｴ) 石綿対策
    　　① 解体工事等における石綿ばく露防止対策

過去の石綿の輸入量及び建材への使用状況等から、今後も建設業における解体・改修工事が増加することが考えられ、解体工事等を中心に石綿による健康障害予防対策を指導する。

指導に当たっては、労働安全衛生法第28条第1項の規定に基づき策定された「建築物等の解体等の作業での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針」に定める留意事項を重点的に指導する。
　  (ｵ) 職業性疾病予防対策
　 　 (目標)

	①腰痛予防対策

　平成24年と比較して、平成29年までに社会福祉施設の腰痛を含む労働災害による休業4日以上の死傷者の数を10％以上減少させる。

②熱中症予防対策

　第11次推進計画期間内の5年間と比較して、本推進計画期間内の5年間の職場での熱中症による休業4日以上の死傷者の数（各期間中の合計値）を20％以上減少させる。


　　 (講ずべき施策)

(ｵ)－1 腰痛予防対策

特に腰痛の発生が懸念される社会福祉施設(介護施設)に重点を置き、雇入れ時や作業内容変更時等における安全衛生教育の徹底を図る。

介護機器の導入等による腰痛予防、「職場における腰痛予防対策指針」で定めている腰痛の健康診断の普及・徹底を図る。

(ｵ)－2 熱中症予防対策

夏季に、建設業等の屋外作業における熱中症による災害を防止するため、ＷＢＧＴ(暑さ指数)を活用した作業管理を図る。

職場の熱中症予防対策の確認のためにチェックリスト等を活用する。

　  (ｶ) 受動喫煙防止対策
    　　① 普及・啓発 

受動喫煙の健康への有害性に関する理解を図るための教育啓発と事業者に対する効果的な支援制度について、その普及・促進を図る。

　　　　② 受動喫煙防止対策の強化

職場での禁煙、空間分煙、その他飲食店、ホテル・旅館等のうち対応の困難な事業場においては、換気等による有害物質濃度の低減等の措置により、職場における受動喫煙防止対策の徹底を図る。

（３）行政、労働災害防止団体、業界団体等の連携による労働災害防止の取組

ア　労働災害防止団体等の活動の促進

京都労働安全衛生関係団体等連絡協議会の活動を通じて、京都ゼロ災３か月運動、京都安全衛生大会等の労働災害防止に資する活動に対する支援を行い、独自に行う安全衛生活動の推進を図る。
また、製造業の小規模事業場における安全衛生活動の底上げを図るため、中央労働災害防止協会による指導・援助活動を支援する。
イ　関係行政機関との連携

建設労働災害防止対策、交通労働災害防止対策、石綿障害予防対策等について、安全、環境、健康等の他の行政施策との連携により、労働災害防止及び健康障害防止の取組が効果的に推進できることから、関係行政機関と緊密な連携を図る。
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